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            霞ヶ浦導水裁判の和解成立 

 

那珂川はアユの漁獲高で日本一になることが多い天然アユのメッカであり、最下流で合流

する涸沼川はシジミの三大産地の一つです。この那珂川の栃木・茨城県の漁協が国に霞ケ浦

導水事業の那珂川取水口建設差し止めを求めた控訴審の口頭弁論が 4 月 27 日、東京高裁で

開かれ、和解が成立しました。1月 16 日の控訴審で、東京高裁が和解勧告を出し、和解の

ための協議が続けられ、和解成立に至りました。霞ヶ浦導水裁判は長い闘いでした。2008

年に提訴してから、今年は 10 年目になります。 

都築政則裁判長が和解条項を一字一句読み上げた後、「和解は終着点ではなく出発点。意

見交換で納得いく結論を導き、双方に有益なものになることを希望する」と述べました。 

霞ヶ浦導水事業自体は必要性のない無意味な事業ですが、漁協側は勝訴の判決を得ること

は至難のことだと考え、また、裁判所が示す和解案骨子が漁協の立場を考慮したものでした

ので、和解の道を選びました。 

和解条項を水源連ホームページに掲載しました。その骨子は下記のとおりです。 

霞ヶ浦導水差止請求控訴審の和解条項 20180427 

http://suigenren.jp/wp-content/uploads/2018/04/1dbb872ed327cc461b8717c4cc14d10c.pdf 

 

和解条項の骨子 

（１）那珂機場での本格運用までの間、意見交換の場を設置。国は漁協の意見を聞き、本格

運用の方法を決める。年 1回、原則 7月に開催。別に申し入れがあれば 1 カ月以内に開催。

意見聴取のための専門委員会も設置できる。 

（２）アユの仔魚(しぎょ)保護などを念頭に、本格運用までの間、毎年 10 月～翌年 1月の

毎日午後 6時～翌日午前 8時の 14 時間は那珂川からの取水を行わない。 

（３）国は一定期間、霞ケ浦から那珂川への少量の試験送水を行い、モニタリングを実施。

水質などへの影響を調査する。国は結果を踏まえ、漁業、特にヤマトシジミへの被害を与え

ない方法を検討する。 

  

 漁業への影響で最も危惧されることの一つは、仔アユ(生まれたばかりのアユ)が秋から冬

に那珂川を降るときに、導水事業による那珂川からの大量取水で、吸い込まれたりして死ん

でしまうことです。この問題については仔アユが降る夜間の取水を停止する期間が当初の

10～11 月から 10 月～翌年 1月へと、2か月延長されました。 

もう一つは、霞ヶ浦から那珂川への逆送水で、霞ヶ浦の汚濁物質が持ち込まれて、那珂川

の魚介類に被害が発生することです。とりわけ心配されていることは高濃度のカビ臭物質が

持ち込まれて、ヤマトシジミ等がカビ臭くなり、出荷停止の事態になることです。この問題

については少量の試験送水を行い、モニタリングを実施しながら、那珂川の漁業に影響を与

えない方法を検討することになりました。 

 

霞ヶ浦導水事業のうち、霞ケ浦と利根川を結ぶ利根導水路は 1994 年３月に完成しました

が、1995 年９月の試験通水で霞ケ浦の水を利根川に送水したところ、利根川でシジミの大



2 

 

量死が起きたため、その後、この利根導水路はほとんど使われておらず、いわば「開かずの

水路」になっています。 

 

今後、霞ヶ浦と那珂川を結ぶ那珂導水路が仮に完成しても、計画通りに運用すれば、那珂

川で深刻な漁業被害が起きることが避けられません。和解条項にある「意見交換の場」で議

論を尽くせば、那珂導水路も本格運用に至らず、利根導水路と同様に「開かずの水路」にな

ることが予想されます。 

 漁協の弁護団が４月 27 日に下記の「和解成立を受けての弁護団声明」を発表しました。

この和解成立は各紙で大きく取り上げられました。地元紙である茨城新聞の記事を転載して

おきます。 

（文責 嶋津暉之） 

 

 

利根導水路の実態（1994 年 3 月に完成したが、試験通水でシジミの大量死が起き、 

その後はほとんど使われていない） 
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霞ヶ浦導水訴訟差止訴訟の和解成立を受けての弁護団声明 

 

本日、霞ヶ浦導水事業の差止を求める民事訴訟について、東京高等裁判所において和解

が成立した。 

この訴訟は、茨城県・栃木県を流れる那珂川及び茨城県の涸沼に漁業権を持つすべての

漁業組合が、２００９年３月に霞ヶ浦導水事業（那珂樋管）の建設・使用の差止を求めて

提起したものである。 

和解条項では、まず、国が霞ヶ浦導水事業の実施に当たり、那珂川水系での漁業に配慮

し、漁業組合の意見を尊重することをうたっている。 

そのうえで、本格運用を開始するまでの間、国と漁業組合の意見交換の場を設置するこ

ととし、意見交換の場の実施要領を定めた。意見を聴取するための専門委員会の設置も決

まっている。 

さらに、本格実施までの運用方法として、以下のような取り決めをした。 

(1) 毎年１０月１日から翌年１月末までの間、毎日午後６時から翌朝午前８時まで、那珂

川からの取水を停止する。 

(2) 霞ヶ浦から那珂川への送水については、国は、少量の試験送水を行い、モニタリング

を実施しながら、那珂川水系の漁業に影響を与えない方法を検討し、段階的に実施する。

ただし、緊急やむをえない場合の送水は別とする。 

(3) アユ・サケ、ヤマトシジミに関して、モニタリングの調査地点、調査項目、調査時

期、調査頻度を定めた。 

本件訴訟の目的は、アユの漁獲高が日本一多いなど豊富な漁業資源を誇る那珂川・涸沼

の環境の悪化を防ぐことにあった。ことに、漁で生計を立てている組合員にとっては切実

な問題であった。 

上記の和解条項は、那珂川・涸沼の漁業資源に影響の生じることを防ぐための当面の運

用方法と、今後の協議の仕組みを取り決めたもので、本来工事着工に当たり、国が漁業組

合に提案すべきものであるが、漁業組合及び弁護団としては、これに従う限り、霞ヶ浦導

水事業による漁業への影響を防ぎ、本件訴訟の目的を達成しうるものと判断し、和解に応

じることとしたものである。 

特に、夜間取水停止期間を従来の国の計画より２ヶ月長くしたこと、漁業組合の意見を

取り入れた内容のモニタリング検査を国の費用により定期的に実施することを取り決めた

ことは、漁業組合の主張立証を反映したものであり、本件訴訟の重要な成果ということが

できる。 

この訴訟に関心を寄せ、ご協力・ご支援いただいたすべての方々に深く感謝するととも

に、和解の成立に向けて尽力した関係者に敬意を表するものである。 

われわれ弁護団は、この和解の成果を生かし、その適正な履行が確保され、那珂川水系

の豊かな自然と漁業資源を将来にわたって守り抜けるよう、漁業組合を支え、今後も努力

を続けることを表明する。 

 

２０１８年４月２７日 

霞ヶ浦導水差止訴訟弁護団 
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霞ケ浦導水事業について 

 

〇 霞ヶ浦導水事業の仕組みと目的 

 利根川と霞ケ浦、霞ヶ浦と那珂川を結ぶ導水路（地下トンネル）を建設し、導水路を使

って水を行き来させることによって、次の三つの目的を担うことになっています。導水路

のうち、利根川と霞ヶ浦を結ぶ利根導水路は 1994 年 3 月に完成しています。 

① 茨城県・千葉県・東京都・埼玉県の都市用水を開発する。 

② 渇水時に利根川、那珂川へ補給する。 

③ 利根川、那珂川からの導水で霞ケ浦等の水質を改善する。 

 

〇 目的の喪失 

しかし、導水事業の三つの目的は破綻しています。 

水道用水・工業用水の需要が減少の一途を辿っており、水あまりが一層顕著になって

いく時代において①、②の必要性は失われています。 

③の霞ケ浦の水質改善も国交省の机上の計算によるものに過ぎず、導水で霞ケ浦の水質

が改善されることは期待できません。 

 

〇 事業費と工期 

霞ヶ浦導水事業は 2016 年 3 月に事業計画の第 4回変更が行われ、完成予定が 2023 年度

末になりました。事業費は 1900 億円のままです。 

しかし、霞ヶ浦と那珂川を結ぶ那珂導水路の大半の工事が残されていますので、今後、

工期が延長され、事業費が大幅に増額されることが予想されます。 
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